
  

議案第９号 

 

平成３１年度大田原市一般会計予算 

 

 平成３１年度大田原市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３１，７６０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２１２条第１項の

規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、｢第３表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度

額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第５条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３，００

０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用す

ることができる場合は、次のとおりと定める。 

（1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算

額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成３１年３月４日提出 

 

大田原市長  津 久 井 富 雄   

 



項 金      額

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款

（単位：千円）

項

歳 入

款金      額

（単位：千円）

手 数 料市 税1 45,434210,521,041

国 庫 支 出 金1 市 民 税 4,309,179144,381,725

国 庫 負 担 金2 固 定 資 産 税 3,005,83315,105,471

国 庫 補 助 金3 軽 自 動 車 税 1,284,1292232,617

委 託 金4 市 た ば こ 税 19,2173455,000

県 支 出 金5 入 湯 税 2,222,1971521,000

県 負 担 金6 都 市 計 画 税 1,129,2221325,228

県 補 助 金地 方 譲 与 税2 837,8792337,000

委 託 金1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 255,096397,000

財 産 収 入2 自 動 車 重 量 譲 与 税 344,28116240,000

財 産 運 用 収 入利 子 割 交 付 金3 24,793114,000

財 産 売 払 収 入1 利 子 割 交 付 金 319,488214,000

寄 附 金配 当 割 交 付 金4 150,5031740,000

寄 附 金1 配 当 割 交 付 金 150,503140,000

繰 入 金株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金5 1,188,0031836,000

特 別 会 計 繰 入 金1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 3136,000

基 金 繰 入 金地 方 消 費 税 交 付 金6 1,188,00021,600,000

繰 越 金1 地 方 消 費 税 交 付 金 400,000191,600,000

繰 越 金ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金7 400,000172,000

諸 収 入1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 818,0072072,000

延 滞 金 及 び 過 料自 動 車 取 得 税 交 付 金8 1,0021100,000

市 預 金 利 子1 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1052100,000

貸 付 金 元 利 収 入地 方 特 例 交 付 金9 627,226350,000

雑 入1 地 方 特 例 交 付 金 189,674450,000

市 債地 方 交 付 税10 2,833,900215,955,000

市 債1 地 方 交 付 税 2,833,90015,955,000

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金11 8,000

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 8,000

分 担 金 及 び 負 担 金12 361,777

1 分 担 金 2

2 負 担 金 361,775

使 用 料 及 び 手 数 料13 399,112

1 使 用 料 歳          入          合          計 31,760,000353,678



項 金      額款

（単位：千円）

項

歳 出

款金      額

（単位：千円）

教 育 総 務 費議 会 費1 605,7071291,543

小 学 校 費1 議 会 費 1,203,2782291,543

中 学 校 費総 務 費2 1,041,90033,480,672

幼 稚 園 費1 総 務 管 理 費 61,45742,727,467

社 会 教 育 費2 徴 税 費 797,8815411,518

保 健 体 育 費3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 512,3406133,155

災 害 復 旧 費4 選 挙 費 711143,121

農 林 水 産 施 設 災 害 復 旧 費5 統 計 調 査 費 4134,176

公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費6 監 査 委 員 費 3231,235

公 債 費民 生 費3 3,507,3271210,460,117

公 債 費1 社 会 福 祉 費 3,507,32714,518,519

予 備 費2 児 童 福 祉 費 30,000134,707,331

予 備 費3 生 活 保 護 費 30,00011,225,010

4 災 害 救 助 費 9,257

衛 生 費4 1,857,085

1 保 健 衛 生 費 958,281

2 清 掃 費 898,804

労 働 費5 23,800

1 労 働 諸 費 23,800

農 林 水 産 業 費6 1,450,729

1 農 業 費 1,271,959

2 林 業 費 178,770

商 工 費7 1,359,401

1 商 工 費 1,359,401

土 木 費8 3,565,452

1 土 木 管 理 費 154,017

2 道 路 橋 り ょ う 費 2,199,780

3 河 川 費 9,182

4 都 市 計 画 費 1,053,197

5 住 宅 費 149,276

消 防 費9 1,511,304

1 消 防 費 1,511,304

教 育 費 歳          出          合          計10 31,760,0004,222,563



款 項 総 額 年 度 年 割 額

平成31年度 110,000

平成32年度 440,000

平成31年度 349,800

平成32年度 1,442,200

平成33年度 131,000

（単位：千円）

１０ 教育費 ３ 中学校費
大田原中学校校舎増改築事
業費

1,923,000

第２表　継続費

事    業   名

９ 消防費 １ 消防費 防災行政無線整備事業費 550,000

貸付残高の年1.5/100に相
当する額

貸付残高の年1/100に相当
する額

貸付残高の年2/100に相当
する額

貸付残高の年1/100に相当
する額

公共施設等個別施設計画策定支援業務
委託

平成３１年度から平成３２年度まで 10,000

庁舎総合案内業務委託 平成３１年度から平成３４年度まで 38,841

第３表　債務負担行為

平成３１年度がんばろう“とちぎの農業”緊
急支援資金利子補給

平成３１年度農業近代化資金利子補給
（牛の購入）

平成３１年度農業近代化資金利子補給
（農機具等導入）

平成３１年度から平成３６年度まで

平成３１年度農業経営基盤強化資金利子
の一部補助

平成３１年度から平成３４年度まで

平成３１年度から平成５１年度まで

平成３１年度から平成３６年度まで

（単位：千円）

限 度 額期 間

平成３１年度栃木県信用保証協会(以下
「甲｣という。）が大田原市中小企業者事業
資金創業支援資金融資を保証したことに
よって損失を受けたとき大田原市が甲にそ
の損失の一部を補償すること

栃木県信用保証協会が債
務の保証を行うことにより生
ずる代位弁済額から（株）日
本政策金融公庫が支払う保
険金等の額を控除した額の
2分の1に相当する額

事 項

平成３１年度公害防止資金利子補給

平成３１年度から平成３６年度まで

平成３１年度から平成４５年度まで

貸付残高の年0.3/100に相
当する額



第４表　地方債
（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

庁舎復興再整備事業 122,700

那須野が原ハーモニーホール設
備改修事業

55,400

認定こども園整備事業 63,900

土地改良事業 27,000

農道整備事業 11,500

林道整備事業 38,200

市道整備事業（単独分） 268,500

地方創生道整備推進交付金事業 172,800

社会資本整備総合交付金事業
（道路）

117,900

防災・安全社会資本整備総合交
付金事業(道路)

337,000

社会資本整備総合交付金事業
（橋りょう）

18,600

公営住宅建設事業 30,200

消防施設整備事業 8,200

防災情報通信施設整備事業 110,000

小学校教育施設等整備事業 31,600

大田原中学校校舎増改築事業 310,600

国体推進事業 9,800

臨時財政対策債 1,100,000

計 2,833,900

普通貸借又は
証券発行

　5.0％以内

（ただし、利
率見直し方式
で借り入れ、
10年後に利率
見直しを行っ
た後において
は、当該見直
し後の利率）

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。ただし、市財政の
都合により据置期間及び
償還期間を延長し、短縮
し、若しくは繰上償還、
又は借換えすることがで
きる。
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